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� はじめに

航空利用者は年々増加しつつあり�ほとんどの航空路線
において座席利用率の年間平均は��～	�％に上っている


このような状況の中で� 費用削減および利潤追求のために
運行する航空路線の見直し・再編が行われている
 最近
では大都市間のフライトが増便される一方� 地方空港への
フライトは一部で削減または廃止される傾向がある
 本
研究では�旅行者は旅行時間によって移動手段を選択する
ものと仮定し� 鉄道との競合を考慮した航空路線の再編成
を行うモデルを提案する


� 航空路線再編成モデル

��� モデルの説明

全国に代表点を設定し，その代表点間を旅行するもの
とする．旅行方法は鉄道のみの方法と航空も含む方法の�

つである．それぞれの旅行方法で旅行時間を求めるため
に鉄道ネットワークと複合ネットワークを作成する．複
合ネットワークは航空路を含んでいる．各代表点間の鉄
道のみの最短旅行時間と，航空も含む最短旅行時間を�つ
のネットワークを利用しダイクストラ法で求める．�つの
旅行方法の旅行時間を不便度とする．この不便度を基に
各代表点間の旅行者をロジット関数を用いてそれぞれの
旅行方法に配分する���．配分された旅行者数をもとに各
航空路における利用者数を決定する．

��� 航空利用移動時間

全ての空港間を航空を利用して移動可能とするため全
ての空港間の飛行時間を設定をする．三浦�
�は既存航空
路線の発着空港間直線距離とフライト時間をもとに回帰
直線を求めており�

空港間飛行時間�分� � ���	�	�空港間直線距離���������

となる
 データ作成時にこの式を利用して全空港間の飛
行時間を求める．さらに，三浦�
�は出発空港と到着空港
で登場手続きや手荷物の受けとりなどに要する時間を��

分と定めている．本研究でも航空を利用する場合は旅行
時間に��分を加算して考えている．また，空港間の直線
距離は球面三角法の原理より求めた大圏距離とする．

��� ロジット関数

旅行者を�つの旅行方法に配分する際にロジット関数���

を用いる．不便度はそれぞれの旅行時間としている


たとえば� ある都市間�の鉄道での旅行時間を�� 航空も
含む旅行時間を�のとき� �と�を不便度として配分率を
決定する．航空利用に対する配分率は，

����

���� � ����
� � � �

となる．本研究では� � 
とする
 �は値が大きくなるに
つれて��
配分に近づく．

� ネットワークの作成

��� 代表点と空港

全国に代表点をおく．各都道府県の人口が最も大きい都
市を調べその��駅を代表点とする．さらに都道府県間流
動表���で北海道は道東，道北，道央，道南の�地域に分か
れて流動量が分かっているのでこの四地域それぞれにも
代表点をおく．ただし，鉄道との競合を考えるので沖縄
県は代表点に入れない．よって代表点は全部で��ヶ所で
ある．この流動表���は交通機関別になっており，本研究
の代表点間の流動量は航空と鉄道の流動量の和で考えた


日本には約
��個の空港がある．これのうち主要�島以
外の離島にあるものは鉄道との競合が考えられないため
除く．また空港の規模は考えないものとする
 よって��ヶ
所の空港を研究対象とする．

��� 鉄道ネットワーク

鉄道のみでの旅行時間を求めるために鉄道ネットワー
クを作成する．
まず代表点である��ヶ所の駅をノードとする．また各
空港のホームページアクセス情報からわかる最寄り駅が
この代表点の中に無い場合と鉄道利用時に乗換で使われ
る主要駅は�ノードとして追加する．対象となった全ての
駅の鉄道による接続関係から枝を作成し� 枝は接続され
ている駅間の最短旅行時間を「駅すぱあと」を使って求
める．

��� 複合ネットワーク

複合ネットワークは航空も含む旅行経路と時間を求め
るために作成する．これは鉄道ネットワークに空港ネッ
トワークを合成したものである．空港ネットワークとは
��ヶ所の空港をノードとし，その全点対間に枝を張った
ネットワークである
 枝はこの空港間の飛行時間であり�

�
�節で求めたものとする．
各空港と最寄駅の間の移動時間を「駅すぱあと」を用
いて調べ枝の重みとする
 このようにして鉄道ネットワー
クと空港ネットワークがつながれ� 複合ネットワークと
なる．

� 記号の定義

以下の記号を定義をする．�	� 
�は	から
への移動をあ
らわしている


�：空港��ヶ所の集合
�：代表点��ヶ所の集合
� � ��� 
�� 空港� � �から空港
 � �の航空路
� � ��� ��� 代表点� � �を出発点とし、代表点� � �を目
的地とする旅行経路
�� 全ての�の集合
�� 全ての�の集合



��� � � � の複合ネットワーク上での旅行時間
��� � � � の鉄道ネットワーク上での旅行時間
��� � � � の旅行者数
��� � � � � で航空路 � � � を利用する旅行者数
��� 航空路� � �の総利用者数

まず，代表点間� � �の航空を含む旅行方法へ配分される
人数���は�

��� �
�� � �

����

����� � �����
� �� � ��　

と表される
 さらに，各航空路� � �における利用者数��

は�

�� �
�

���

��� � �� � ��

と表される
 ここで� �� � ���	
� ��� 
 � ��であるから，各
空港ごとの利用者数総計��は

�� �
�


��

���	
� �
�


��

��
	��� �� � ��

と表される．

� 実行結果

��� 各空港の利用者予測

各空港ごとの利用者数（各空港を出発地・到着地とし
て利用する人数）の総計を求めた結果� 利用者数の多い
�

空港を表
に示す


表 
� 実行結果 空港ごとの一ヶ月利用者数 上位��空港
空港名 実行結果 平成��年 相対差

� 羽田 ���	��
�	� 			
��
��� ����
	 大阪 	�
	�
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�����
 	���
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 ����
� 福岡 ��������
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 ����
� 千歳 ����
���
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� 
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� 仙台 ���	������ ���	

�	
 
�
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�
�

��� ��
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� 神戸 �����
��� 
�

 � �

 松本 ��������� �
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�
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��� ���
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 �
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�� 鹿児島 ��������� ����
���� 
�
�
�	 熊本 ��������� ��������� ����
�� 広島西 �
���
�
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����
�� 小松 �
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��� アクセスと計算後の新規路線

例として松本空港・神戸空港・中部国際空港をあげる


松本空港は平成
	年に�空港との間にしか航空路線が無
い
 しかし� 松本空港周辺の関東信越地域は空港が少なく�

また本州内陸部の鉄道利用では旅行時間が長いため� 松本
空港の利用者が計算後に増えたものと考えられる
 また
新潟空港も同様の理由が考えられる
 計算後の松本空港
発着路線は図
で� ��空港から新規路線が編成され既存路
線は廃止にならなかった


神戸空港は平成
�年に開港した新しい空港で� アクセス
時間は兵庫県の代表点から��分となる
 本研究で用いた
各空港の最寄り駅までの平均アクセス時間は	�
��分であ
り� 兵庫県は他の地域に比べ空港アクセスの条件が良いこ
とが分かる


図 
� 実行結果 松本空港発着航空路線

中部国際空は� 愛知県の代表点から��分で�県営名古屋
空港は��分となっため中部国際空港の利用者数が増加し
た
 また東海地方は空港が少なく利用が集中した
 平成
	

年の中部国際発着路線に対し�新たに

空港との間に新規
航空路線が編成されたが�既存航空路線のあった女満別空
港・米子空港・福島空港・稚内空港との航空路線は廃止と
なった
 福島空港は福島県の代表点から
�
分かかりアク
セスの悪さが原因とみられ� 実際に平成
�年からこの航
空路線が廃止になっており� 現実に即した結果となった


� おわりに

地方空港の中で仙台空港・松本空港・新潟空港が鉄道の
旅行時間からみた不便さにより利用者数が増加した
 ま
た空港規模の大きい第一種空港の中で関西国際空港はア
クセスの悪さにより利用者数が減少した


本研究では旅行者配分にもちいたロジット関数のパラ
メータ�の値を
としたが� この値を推定した上で予測を
行うことが今後の課題である
 また都道府県別の流動量
を利用していたが� 同じく第３回全国幹線旅客純流動調査
で生活圏別の流動量も報告されているので� 生活圏別に代
表点をおいてより現実的な編成を考える必要がある
 最
後に鉄道と航空の競合の考える際� 時間ではなく料金で旅
行方法を決定する旅行者もいる
 旅行時間と旅行代金の
両方を考慮したモデルの考案も大きな課題である
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